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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第48期

第３四半期
連結累計期間

第49期
第３四半期
連結累計期間

第48期

会計期間
自2017年４月１日
至2017年12月31日

自2018年４月１日
至2018年12月31日

自2017年４月１日
至2018年３月31日

売上高 （千円） 16,056,413 16,626,738 20,441,995

経常利益 （千円） 653,731 639,488 785,882

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 460,239 429,417 523,976

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 499,652 438,112 550,261

純資産額 （千円） 11,335,847 11,524,347 11,393,404

総資産額 （千円） 17,565,839 18,250,276 17,992,418

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 66.11 61.70 75.24

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） 64.94 60.75 73.87

自己資本比率 （％） 62.9 61.6 61.7

 

回次
第48期

第３四半期
連結会計期間

第49期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自2017年10月１日
至2017年12月31日

自2018年10月１日
至2018年12月31日

１株当たり四半期純利益又は１株

当たり四半期純損失（△）
（円） △19.71 11.26

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　2018年２月16日）等を第１四半期連

結会計期間の期首から適用しており、前第３四半期連結累計期間及び前連結会計年度に係る主要な経営指標

等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。

 

 

２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　（１）財政状態及び経営成績の状況

　当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、世界経済が総じて成長を続ける中で企業収益は高水準で推

移しており、また所得環境の改善が個人消費に好影響を与えるなど緩やかながら拡大を続けています。一方で、

米中間の貿易摩擦や欧州経済が不透明感を抱えるなど世界的な景気後退を懸念させる状況にあります。

　建設業界におきましては、好調な企業収益を背景とした民間の設備投資や公共投資が高水準を維持するなど建

設投資は総じて底堅く推移しております。しかしながら、良好であった受注環境に変化の兆しが見え、建設費用

も建設資材の高騰や技能労働者不足等から上昇傾向にあるなど経営環境は不安が残る状況が続いております。

　このような状況のもと、当社グループにおきましては、「施工品質の向上」と「安全管理の強化」を最重要施

策と掲げ、人材の育成と適正な人員配置による施工体制の強化を進めております。

　当第３四半期連結累計期間の売上高は、鉄道関連の杭工事や民間工場並びに物流倉庫の地盤改良工事で大型工

事が完成したことなどにより166億26百万円（前年同期比3.6％増）となりました。また、利益につきましては、

前期に発生した大型建築基礎工事における施工不具合の復旧に伴う工事関連費用等を原価に計上したものの、売

上高が増加したことなどから、営業利益６億５百万円（前年同期比2.9％減）、経常利益６億39百万円（前年同

期比2.2％減）、親会社株主に帰属する四半期純利益４億29百万円（前年同期比6.7％減）となりました。なお、

大型建築基礎工事の施工不具合への対応につきましては、全て完了しております。

 

　当第３四半期連結会計期間末の資産合計は、前連結会計年度末に比べ２億57百万円増加し、182億50百万円と

なりました。これは主に現金預金が７億10百万円、受取手形・完成工事未収入金等が１億89百万円減少したもの

の、電子記録債権が12億96百万円増加したことによるものであります。

　負債合計は、前連結会計年度末に比べ１億26百万円増加し、67億25百万円となりました。これは主に工事損失

引当金が８億28百万円、未払法人税等が３億72百万円減少したものの、支払手形・工事未払金等が17億44百万円

増加したことによるものであります。また、純資産合計は、前連結会計年度末に比べ１億30百万円増加し、115

億24百万円となりました。これは主に自己株式の取得などに伴い91百万円減少したものの、利益剰余金が２億17

百万円増加したことによるものであります。

 

　セグメントごとの経営成績は次のとおりであります。

①建設事業

　建設事業は、主に鉄道関連の杭工事や民間工場並びに物流倉庫の地盤改良工事で大型工事が完成したことなど

により、売上高が164億29百万円（前年同期比3.9％増）となりました。利益につきましては、前期に発生した大

型建築基礎工事における施工不具合の復旧に伴う工事関連費用等を原価に計上したものの、売上高が増加したこ

となどから、セグメント利益は６億21百万円（前年同期比2.0％減）となりました。

②土木建築コンサルティング全般等事業

　土木建築コンサルティング全般等事業は、主に設計業務に関する収入が減少したことにより、売上高が１億97

百万円（前年同期比13.9％減）、セグメント損失は14百万円（前年同期は12百万円の損失）となりました。

③その他の事業

　その他の事業は、売上高が０百万円（前年同期比99.5％減）、セグメント損失は０百万円（前年同期は２百万

円の利益）となりました。
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（２）経営方針・経営戦略等

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更は

ありません。

 

　（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

　（４）研究開発活動

当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、12百万円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

 

３【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

 

EDINET提出書類

株式会社テノックス(E00232)

四半期報告書

 4/19



第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 21,640,000

計 21,640,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）

（2018年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（2019年２月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 7,694,080 7,694,080
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
（スタンダード）

単元株式数

100株

計 7,694,080 7,694,080 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額

（千円）

資本準備金残
高（千円）

2018年10月１日～
2018年12月31日

－ 7,694,080 － 1,710,900 － 2,330,219

 

（５）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（2018年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

 

①【発行済株式】

2018年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式   672,600
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式 7,018,700 70,187 －

単元未満株式 普通株式     2,780 － －

発行済株式総数 7,694,080 － －

総株主の議決権 － 70,187 －

　（注）完全議決権株式（自己株式等）の自己保有株式に「資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）」が保有す

る107,600株は含まれておりません。

 

②【自己株式等】

2018年12月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

（自己保有株式）

株式会社テノックス

東京都港区芝５－25

－11
672,600 － 672,600 8.74

計 － 672,600 － 672,600 8.74

　（注）自己株式に「資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）」が保有する107,600株は含まれておりません。

 

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（2007年内閣府令

第64号）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（1949年建設省令第14号）に準じて記載しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（2018年10月１日から2018

年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2018年４月１日から2018年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表について有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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1【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2018年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2018年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金預金 8,624,057 7,913,136

受取手形・完成工事未収入金等 ※２ 4,053,751 ※２ 3,864,158

電子記録債権 844,676 2,141,463

未成工事支出金等 853,639 591,082

未収入金 ※１ 700,239 ※１ 588,994

その他 82,941 346,557

貸倒引当金 △19,170 △45,934

流動資産合計 15,140,135 15,399,458

固定資産   

有形固定資産 2,238,519 2,079,882

無形固定資産 36,860 27,704

投資その他の資産   

その他 595,536 761,785

貸倒引当金 △18,633 △18,555

投資その他の資産合計 576,902 743,230

固定資産合計 2,852,282 2,850,817

資産合計 17,992,418 18,250,276
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2018年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2018年12月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 3,874,855 5,619,159

未払法人税等 373,264 1,245

未成工事受入金 223,682 107,137

工事損失引当金 830,000 2,000

その他の引当金 94,240 25,378

その他 688,237 451,864

流動負債合計 6,084,280 6,206,784

固定負債   

退職給付に係る負債 445,404 464,194

引当金 25,704 34,338

その他 43,624 20,610

固定負債合計 514,733 519,144

負債合計 6,599,013 6,725,928

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,710,900 1,710,900

資本剰余金 2,387,036 2,397,287

利益剰余金 7,232,635 7,450,523

自己株式 △288,792 △380,725

株主資本合計 11,041,779 11,177,984

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 52,042 64,907

その他の包括利益累計額合計 52,042 64,907

新株予約権 74,446 61,388

非支配株主持分 225,136 220,067

純資産合計 11,393,404 11,524,347

負債純資産合計 17,992,418 18,250,276
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間

(自　2017年４月１日
　至　2017年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2018年４月１日
　至　2018年12月31日)

売上高 16,056,413 16,626,738

売上原価 14,098,270 14,738,540

売上総利益 1,958,142 1,888,197

販売費及び一般管理費 1,334,211 1,282,337

営業利益 623,931 605,859

営業外収益   

受取利息 739 1,703

受取配当金 3,372 4,543

仕入割引 19,490 22,270

物品売却益 2,296 3,324

為替差益 49 －

その他 3,914 2,482

営業外収益合計 29,863 34,323

営業外費用   

支払利息 50 52

売上割引 12 307

為替差損 － 79

自己株式取得費用 － 256

営業外費用合計 62 695

経常利益 653,731 639,488

特別利益   

固定資産売却益 33,904 14,559

特別利益合計 33,904 14,559

特別損失   

固定資産処分損 9 534

投資損失引当金繰入額 7,571 －

貸倒引当金繰入額 6,780 19,658

特別損失合計 14,362 20,193

税金等調整前四半期純利益 673,273 633,854

法人税等 216,588 208,606

四半期純利益 456,685 425,247

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △3,554 △4,169

親会社株主に帰属する四半期純利益 460,239 429,417
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間

(自　2017年４月１日
　至　2017年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2018年４月１日
　至　2018年12月31日)

四半期純利益 456,685 425,247

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 42,967 12,865

その他の包括利益合計 42,967 12,865

四半期包括利益 499,652 438,112

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 503,206 442,282

非支配株主に係る四半期包括利益 △3,554 △4,169
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【注記事項】

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会

計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

 

（追加情報）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　2018年２月16日）等を第１四半期連

結会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定

負債の区分に表示しております。
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（四半期連結貸借対照表関係）

※１　ファクタリング方式により譲渡した売上債権の未収額

 
前連結会計年度

（2018年３月31日）
当第３四半期連結会計期間

（2018年12月31日）

未収入金 624,724千円 518,168千円

 

※２　四半期連結会計期間末日満期手形

　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日でしたが、満期

日に決済が行われたものとして処理しております。当四半期連結会計期間末日満期手形の金額は、次のとおりでありま

す。

 
前連結会計年度

（2018年３月31日）
当第３四半期連結会計期間

（2018年12月31日）

受取手形 106,576千円 25,334千円

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期連結

累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 2017年４月１日
至 2017年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 2018年４月１日
至 2018年12月31日）

減価償却費 332,819千円 385,634千円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　2017年４月１日　至　2017年12月31日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2017年６月29日

定時株主総会

（注）１

普通株式 105,694 15.00 2017年３月31日 2017年６月30日 利益剰余金

2017年11月10日

取締役会

（注）２

普通株式 99,128 14.00 2017年９月30日 2017年12月５日 利益剰余金

　（注）１．配当金の総額は、「株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）」の導入において設定した資産管理サービス信託銀行株

式会社（信託Ｅ口）が保有する当社株式に対する配当金1,644千円を含めて記載しております。

２．配当金の総額は、「株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）」の導入において設定した資産管理サービス信託銀行株

式会社（信託Ｅ口）が保有する当社株式に対する配当金1,526千円を含めて記載しております。

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間

の末日後となるもの

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　2018年４月１日　至　2018年12月31日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年６月28日

定時株主総会

（注）１

普通株式 106,208 15.00 2018年３月31日 2018年６月29日 利益剰余金

2018年11月９日

取締役会

（注）２

普通株式 105,320 15.00 2018年９月30日 2018年12月４日 利益剰余金

　（注）１．配当金の総額は、「株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）」の導入において設定した資産管理サービス信託銀行株

式会社（信託Ｅ口）が保有する当社株式に対する配当金1,625千円を含めて記載しております。

２．配当金の総額は、「株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）」の導入において設定した資産管理サービス信託銀行株

式会社（信託Ｅ口）が保有する当社株式に対する配当金1,615千円を含めて記載しております。

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間

の末日後となるもの

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自2017年４月１日 至2017年12月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント

調整額

（注）１

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）２
 建設事業

土木建築コン

サルティング

全般等事業

その他の事業 計

売上高       

外部顧客への売上高 15,819,781 229,276 7,355 16,056,413 － 16,056,413

セグメント間の内部売

上高又は振替高
－ 3,000 － 3,000 △3,000 －

計 15,819,781 232,276 7,355 16,059,413 △3,000 16,056,413

セグメント利益又は損失

（△）
633,781 △12,266 2,416 623,931 － 623,931

（注）１．セグメント売上高の調整額は、セグメント間の内部売上高消去額であります。

２．セグメント利益又は損失の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自2018年４月１日 至2018年12月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント

調整額

（注）１

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）２
 建設事業

土木建築コン

サルティング

全般等事業

その他の事業 計

売上高       

外部顧客への売上高 16,429,285 197,418 34 16,626,738 - 16,626,738

セグメント間の内部売

上高又は振替高
- 7,000 - 7,000 △7,000 -

計 16,429,285 204,418 34 16,633,738 △7,000 16,626,738

セグメント利益又は損失

（△）
621,070 △14,276 △933 605,859 - 605,859

（注）１．セグメント売上高の調整額は、セグメント間の内部売上高消去額であります。

２．セグメント利益又は損失の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下

のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2017年４月１日
至　2017年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2018年４月１日
至　2018年12月31日）

(1) １株当たり四半期純利益 66.11円 61.70円

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益（千円） 460,239 429,417

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期

純利益（千円）
460,239 429,417

普通株式の期中平均株式数（千株） 6,961 6,959

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 64.94円 60.75円

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

（千円）
－ －

普通株式増加数（千株） 125 109

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があった

ものの概要

－ －

（注）１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定に用いられた普通株式の期中平均株式

数については、従業員インセンティブプラン「株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）」制度の信託財産として、資産管理

サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が所有している当社株式を控除対象の自己株式に含めて算定しております

（前第３四半期連結累計期間109千株、当第３四半期連結累計期間107千株）。

 

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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２【その他】

 2018年11月９日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ）配当金の総額……………………………………………105,320千円

(ロ）１株当たりの金額………………………………………15円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日………………2018年12月４日

（注）１．2018年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。

２．配当金の総額は、「株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）」の導入において設定した資産管理サービス信託銀行株

式会社（信託Ｅ口）が保有する当社株式に対する配当金1,615千円を含めて記載しております。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2019年２月12日

株式会社テノックス

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 山本　美晃　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 小林　圭司　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社テノッ

クスの2018年４月１日から2019年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2018年10月１日から2018年12

月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2018年４月１日から2018年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すな

わち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを

行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社テノックス及び連結子会社の2018年12月31日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要

な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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